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１ 宍粟市水道事業の将来見込み 

２ 宍粟市水道事業の課題 

３ 課題の克服に向けて～経営健全化のために～ 

４ 現在の収支見通し 

５ 今後の経営健全化のために 

６ 黒字化の実現 
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単位：円
平勱26ফ২ 平勱27ফ২ 平勱28ফ২ 平勱29ফ২

営業収益
  給水収益 734,696,270 668,998,553 673,136,999 676,578,152
  その他営業収益 49,198,566 38,406,430 38,366,169 41,854,060

営 業 収 益 計 783,894,836 707,404,983 711,503,168 718,432,212
営業費用

  原水及び浄水費 235,534,367 227,167,727 217,455,587 239,747,793
  配水及び給水費 97,368,355 111,911,181 115,518,140 111,925,174
  総係費 88,218,523 76,915,384 80,060,818 71,933,079
  減価償却費 800,488,872 793,093,314 764,447,516 810,912,960
　資産減耗費 392,331 11,421,455 6,445,735 41,405,877
  その他営業費用 7,606,267 6,738,150 3,277,621 610,738

営 業 費 用 計 1,229,608,715 1,227,247,211 1,187,205,417 1,276,535,621
営 業 損 益 △ 445,713,879 △ 519,842,228 △ 475,702,249 △ 558,103,409

営業外収益
  受勚匏අ及び配当স 5,667,465 5,273,162 4,507,176 4,544,095
  他会計ଓஃস 236,992,922 209,245,132 368,146,251 324,945,273
　শ期前受সರ入 217,192,862 224,142,243 210,622,137 234,805,984
  雑収益 41,003,019 560,911 238,238 295,722

営 業 外 収 益 計 500,856,268 439,221,448 583,513,802 564,591,074
営業外費用

  支払匏අ 221,388,332 207,549,366 192,104,335 176,070,550
  雑支出 19,017,305 1,221,983 1,843,347 1,560,117

営 業 外 費 用 計 240,405,637 208,771,349 193,947,682 177,630,667
営 業 外 匏 益 260,450,631 230,450,099 389,566,120 386,960,407
経 常 損 益 △ 185,263,248 △ 289,392,129 △ 86,136,129 △ 171,143,002

特別匏益 0 0 0 0
特別損失 8,576,000 0 0 0

当 ফ ২ 純 損 益 △ 193,839,248 △ 289,392,129 △ 86,136,129 △ 171,143,002
前ফ২繰௭匏益剰余স △ 20,181,462 △ 214,020,710 △ 503,412,839 △ 589,548,968
当ফ২未叀ী匏益剰余স △ 214,020,710 △ 503,412,839 △ 589,548,968 △ 760,691,970

１ 宍粟市水道事業の将来見込み 

◇ 損益状況計算書の状況 

 平成 26 年度以降、損益計算書では赤字

が続いています。 

 他団体よりも高い料金を設定し、料金収

入を確保していますが、多額の建設費用に

伴う減価償却費が多大になっており、純損

失が発生している状況です。 

 累積赤字を示す、平成 29 年度末の未処

理欠損金は 7 億６千万円となりました。 
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１ 宍粟市水道事業の将来見込み 

◇ 貸借対照表の状況（平成 29 年度末時点） 
平成 29 年度宍粟市水道事業貸借対照表（平成３０年３月３１日） 

 

1 3
有形固定資産
イ 固定負債合計
ロ

4
ハ

ニ

ホ
及動負債合計

ヘ
5

ト
有形固定資産合計

繰延収益合計

イ 負債合計
投資合計

固定資産合計 6

2 イ
ロ

資本স合計

7

及動資産合計 イ
資本剰余স合計

資産合計
匏益剰余স
イ 当ফ২未叀৶ಳ損স

匏益剰余স合計

剰余স合計

資本合計

負債資本合計 18,572,486,039

資　　本　　の　　部

5,121,647,942

△ 754,184,188

△ 760,691,970

18,572,486,039

△ 760,691,970
(2)

842,802,275
(5) そ の 他 及 動 資 産 0

6,507,782

(4) 貯 蔵 品 14,606,358

再 評 価 積 য় স 6,507,782

(3) 貸 倒 引 当 স △ 784,000

(1) 資 本 剰 余 স

(2) 未 収 স 133,382,617

剰 余 স

(1) 現 স ・ 預 স 695,597,300
及 動 資 産

5,875,832,130
出 資 স 1,031,000,000

17,729,683,764

自 己 資 本 স 4,844,832,130
(1) 資 本 স

299,970,000

資 本 স

投 資 有 価 証 券 299,970,000
(2) 投 資

13,450,838,097

17,429,713,764
建 設 仮 勘 定 778,934,539

4,710,716,694

減 価 償 却 ྸ 計 額 △ 170,050 8,950

収 益 化 ྸ 計 額 4,269,572,036

工具器具及び備品 179,000

(1) শ 期 前 受 স

減 価 償 却 ྸ 計 額 △ 5,873,825 3,084,687

繰 延 収 益
8,980,288,730

減 価 償 却 ྸ 計 額 △ 4,455,945,895 2,177,800,263

957,896,366
区 輌 及 び 運 搬 具 8,958,512

機 械 及 び 装 置 6,633,746,158

(5) 賞 与 引 当 স 7,493,000

減 価 償 却 ྸ 計 額 △ 10,152,773,308 13,454,085,872

(4) 預 り স 9,954,438

構 築 物 23,606,859,180

(3) 未 払 স 184,636,793

減 価 償 却 ྸ 計 額 △ 288,811,997 416,121,258

(2) 他 会 計 借 入 স 0

建 物 704,933,255

(1) 企 業 債

土 地 599,678,195

及 動 負 債
755,812,135

(1)

資　　産　　の　　部

(1) 企 業 債 7,782,225,037

負　　債　　の　　部
固 定 負 債固 定 資 産

7,782,225,037

単位：円 
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１ 宍粟市水道事業の将来見込み 

◇ 料金改定時の収支見込み（平成 26 年度） 

 収入額は徐々に減少していくものの、運転資

金である留保資金残高は概ね一定を維持する計

画としていました。 

 しかし、公営企業法の改正に伴い、高料金対策

繰入金の算定基準が変更され、計画より大幅に

繰入金が減少しました。 

  

平勱26ফ২厄স匳定ৎの収支計厐

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35
厄স収入 713 713 713 713 713 713 712 711 710 708
その他収入 464 445 701 679 648 610 562 529 513 478
৳資সଋৈ 1,220 999 1,054 1,106 1,141 1,047 1,086 1,104 1,125 1,129

0
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1,000

1,200

1,400

1,600

（百万円） 料金収入 その他収入 留保資金残高

高料金対策繰入金の減少 

（10 年間で 11 億円） 

繰入স峼ఊ匁峁峉収支計厐

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35
厄স収入 713 713 713 713 713 713 712 711 710 708
その他収入 572 434 582 570 448 409 370 316 291 249
৳資সଋৈ 1,253 1,064 983 941 650 355 202 7 △ 194 △ 419
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1,000
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1,400

1,600

（百万円） 料金収入 その他収入 留保資金残高
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H31 H35 H40 H45 H50 H55 H60 H65 H70 H75 H80
35,407 33,512 31,197 29,022 26,908 24,787 22,666 20,545 18,424 16,305 14,184

生活用 7,899 7,542 7,084 6,590 6,110 5,629 5,147 4,665 4,184 3,702 3,221

業務・営業用 911 911 911 911 911 911 911 911 911 911 911

工場用 614 614 614 614 614 614 614 614 614 614 614

給水人口峒一日平均有収水の

給水人口（人）

一日平均
水

（㎥/日）

7,899 7,542
7,084

6,590
6,110

5,629
5,147

4,665
4,184

3,702
3,221

911
911

911
911

911
911

911
911

911
911

911

614
614

614
614

614
614

614
614

614
614

614

生活用 業務・営業用 工場用 給水人口（人）

１ 宍粟市水道事業の将来見込み 

◇ 水需要の将来見込み 

  使用者の多くが家庭用であり、将来の人口減少に応じて有収水量も減少していくものと考

えられます。国立社会保障・人口問題研究所による人口推計を元に予測すると、平成 80 年

度には給水人口 14,184 人、有収水量は 173 万㎥まで減少する見通しとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

  
※ここでいう給水人口は

国勢調査を基準とする人

口であり、住民基本台帳上

の人口とは異なります。 
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１ 宍粟市水道事業の将来見込み 

◇ 施設更新需要の将来見込み 

  水道事業では総額 352 億円の施設を保有しています。これらの施設を法定耐用年数に応

じて更新する場合、平成 31 年から平成 80 年までの 50 年間で 528 億円の更新費用が必

要となります。 

 

 

 

 

 

 

  

※主な耐用年数（地方公営企業法施行規則より） 

建物（浄水場の建物など） ········· 13～50 年 

構築物（配水池や管路など） ········ 38～60 年 

機械及び装置（量水器や各種計器類など） ··· 8～20 年 

車両運搬具（給水車や他の車両） ········ 4～5 年 

工具・器具及び備品（漏水探知機など） ····· 5～8 年 
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２ 宍粟市水道事業の課題 

◇ 人口減少が招く問題 

  人口は減少傾向が進むため、総額 352 億円の施設の更新と維持にかかる費用を、より少

ない給水人口と有収水量で支えなければならず、使用者一人あたりの負担が大幅に増大して

しまう見通しとなっています。 
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３ 課題の克服に向けて～経営健全化のために～ 

◇ 収入確保への取り組み 

 ①有収水量の増加 

   波賀および千種区域において、施設の拡張事業を実施すると共に、広報による啓発活動

を活用して、上水道への接続を推進し普及率の増加に努めてきました。  

項  目 平成 20 ফ২ 平成 29 ফ২ 増減૨ 
ষ区域内人口 41,496 人 35,839 人 △13.6% 

給水人口 40,106 人 35,145 人 △12.4% 

૨ 96.7％ 98.1％ 1.4% 

થઽ水 363 万㎥ 367 万㎥ 1.1% 

１人１あたりઞ用 207ℓ 242ℓ 16.9% 

１人１月あたりઞ用 6.21 ㎥ 7.26 ㎥ 16.9% 

※平成 20 ফからの 10 ফで、人口म 12.4％減したुのの、૨ऋ増加した
こと、また、1 人あたりઞ用ऋ増加したことで、થઽ水म増加しました。１人あ
たりઞ用の増加म੩ૺ水のઞ用સ合ऋ減してきているुのとઅइらोます。 
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３ 課題の克服に向けて～経営健全化のために～ 

◇ 収入確保への取り組み 

 ②滞納額の解消 

   職員による未納者への戸別訪問や給水停止処分を実施することで、過年度未収金の回収

に努めてきました。 

 

 

 

  

項  目 平成 25 ফ২ 平成 29 ফ২  

ফ২ଜ滞納額 1 億 2,900 万円 1 億 0,900 万円 平成 25 ফ২から 29 ফ২までに 2,000
万円の滞納を解消してきました。 

また、્にਠফ২મসのඉઽにৡを入ो
たことで、ਠফ২ઽ納૨ऋ 0.9 ポイント増
加しています。 

ਠফ২ઽ納૨ 97.9％ 98.8％ 

ૌফ২ઽ納૨ 65.5％ 64.4％ 
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３ 課題の克服に向けて～経営健全化のために～ 

◇ 経費削減への取り組み 

  主な取り組み  

取り組み内容 効 果 
※人件費の抑制 
合併以降、職員数の適正化計画に基づいて職員数を削減
し、人件費を抑制してきました。 

Ｈ19 ফ২：22 名：1 億 7,000 万円 
Ｈ29 ফ২：14 名：1 億 2,000 万円 
（8 名分、5,000 万円を削減） 

※遠方監視システムにかかる通信費の抑制 
 システムಌৗに合ॎचて、ॿॵトডشॡにજり౹इるこ

とで、ۉۉۃಚ用મを削減しました。 
ফ削減額：1,400 万円 

※ৡ費の抑制 
ਗ਼ৡঽ৲にेり、ৈಓਗ਼ৡについて平成 30 ফ 3 月に㈱
ग़ॿॵトとీ৺をഁし、ৡ費を抑制しました。 

ফ経費削額 900 万円 

※ড়ৱস؞ঀक़ঁक़のણ用 
浄水ৃઈૡଵ৶務の೧を১水ସਫ਼査のৰ施ま
で拡大しました。 

ফ経費削減額 130 万円 

※建設ଐ費の抑制 
 ১ິ用ফ数を経ૌしたৱਓについて、ઉठにಌৗचङに、শઞ

用したにಌৗすることで、建設ଐ費を抑制しました。 

Ｈ26 からＨ29 までの抑制額 
16 億 7,000 万円 

※১ິ用ফ数にेるಌৗਏ 
27 億 2,900 万円  

⇔ৰにಌৗした費用 
10 億 5,900 万円 
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３ 課題の克服に向けて～経営健全化のために～ 

◇ アセットマネジメントの実践 

 ①合理的な更新基準の設定 

   法定耐用年数は減価償却の償却年数を設定するための会計上の設定値であり、実際の更

新時期について、厚生労働省から示されている実耐用年数に基づく更新基準の設定例を

目安として次の通り更新基準を設定します。これにより施設更新サイクルを長期化し、

投資費用を抑制することができます。 

  区分 更新基準 

建築 法定耐用年数の 1.4 倍 

土木 ９０年 

電気 法定耐用年数の 1.6 倍 

機械 法定耐用年数の 1.6 倍 

計装 法定耐用年数の 1.4 倍 

導水管 60 年 

送水管 60 年 

配水管 60 年から 70 年 

※アセットマネジメント（資産管理） 

 長期的な視点に立ち、水道施設のライフサイクル

全体にわたって効率的かつ効果的に管理運営するこ

と 
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３ 課題の克服に向けて～経営健全化のために～ 

◇ アセットマネジメントの実践 

 ②水需要に応じた施設の縮小 

   次の施設については水需要の減少に合わせて施設の統合を実施することで更新費用を抑

制します。 

施設 統合先 区分 費用削減効果 更新予定年度 

川戸水源地 

戸原浄水場 
上寺浄水場 

構築物 1.6 億円 平成 75 年 

機器 3.3 億円 平成 41 年 

嶋田水源地 

嶋田浄水場 
神戸浄水場 

構築物 1.2 億円 平成 73 年 

機器 2.0 億円 平成 39 年 

   ※統合の時期については、統合先の施設能力や、維持管理コストについて考慮し、最適

となる時期に実施する予定です。 
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３ 課題の克服に向けて～経営健全化のために～ 

◇ アセットマネジメントの実践 

 アセットマネジメントを活用することにより、平成 31 年から平成 80 年までの 50 年間に

528 億円必要となる更新費用を 261 億円まで抑制することが可能となります。 

 

   
アセットマネジメントアセットマネジメントアセットマネジメントアセットマネジメント    

のののの活用活用活用活用    

 222267676767 億円を億円を億円を億円を抑制抑制抑制抑制    
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４ 現在の収支見通し 

◇ 収支見通しへの反映 

経常費用の削減 

    これまで、費用の削減につとめており、地形的要因によらない部分（修繕費やその他

の経費）については類似団体と比べても低く抑えています。 

 

  更新費用の抑制 

    アセットマネジメントを活用することにより、今後 50 年で必要となる更新費用 267

億円を抑制します。  

給与費
93

79

動ৡ費
82

46

30

42

49

56

મ

171

70

੍௸ਹඅ

192

67

減価償却費

764

335
受水費

57

宍粟市

類似団体

修繕費 その他経費

 222267676767 億円を億円を億円を億円を抑制抑制抑制抑制    
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４ 現在の収支見通し 

◇ 収支見通し 

 現在の料金を維持した場合、経常費用と更新費用を抑制しても、なお損益の赤字が続き、起

債の償還に要する費用がかかるため、平成 35 年度には資金がマイナスに陥るおそれがありま

す。 

       ※現在の収支見通し  
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４ 現在の収支見通し 

   ※現在の収支見通し  
単位：億円

Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38
収益的収入 12.8 12.1 11.6 11.2 10.7 10.4 10.0 9.9 9.8 9.5

厄স収入 6.8 6.8 6.4 6.4 6.3 6.2 6.1 6.1 6.0 5.9
শ期前受সರ入 2.4 2.1 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.3 2.0
繰入স 3.3 2.9 2.7 2.4 2.0 1.8 1.5 1.4 1.3 1.3
その他 0.4 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

収益的支出 14.5 13.7 13.3 13.2 12.9 12.9 12.8 12.8 12.9 12.3
匛ଵ৶費 4.7 4.5 4.4 4.5 4.5 4.5 4.5 4.6 4.6 4.6
減価償却費 8.1 7.7 7.4 7.4 7.2 7.3 7.3 7.4 7.5 7.0
支払匏අ 1.8 1.6 1.5 1.3 1.2 1.1 1.0 0.9 0.8 0.7

純損失 △ 1.7 △ 1.6 △ 1.7 △ 2.0 △ 2.2 △ 2.4 △ 2.8 △ 2.9 △ 3.1 △ 2.9
資本的収入 5.6 6.1 5.7 5.6 5.3 5.2 4.9 4.6 4.4 4.3

起債 2.4 2.7 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0
繰入স 3.0 3.1 2.6 2.5 2.3 2.1 1.9 1.5 1.3 1.3
বಛଓஃসಉ 0.2 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

資本的支出 10.7 11.1 10.5 10.6 10.4 10.5 10.4 9.8 9.4 9.2
建設匳ଐ費 3.3 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5
企業債償൬স 7.4 7.6 7.1 7.2 7.0 7.1 6.9 6.3 5.9 5.7

資本的収支 △ 5.1 △ 5.0 △ 4.9 △ 5.1 △ 5.1 △ 5.4 △ 5.5 △ 5.2 △ 5.0 △ 4.9
資সଋৈ 7.0 6.1 5.2 6.8 4.8 2.5 △ 0.2 △ 2.8 △ 5.3 △ 7.6
部৳資সଋৈ 9.4 8.6 7.6 6.2 4.2 1.9 △ 0.9 △ 3.4 △ 5.8 △ 8.2
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５ 今後の経営健全化のために 

◇ 今後の経営課題 

 ①有収水量の増加 

  普及率は 98.1％に達していますが、未だ整備区域内において未加入者が多いことから、

上水道の安全性を PR することで加入促進をはかり、普及率の更なる増加を目指します。ま

た、未整備区域においては地元の要望と、整備費用と料金収入の費用対効果を考慮しつつ今

後の整備について検証を進めます。 

 

  

区分 地区 世帯 人数 平均 
世帯人数 

１月推 
（推計） 

１世帯મস 
（税抜） 

ফમস 
（税抜） 

整備済区域 未加入 113 世帯 247 人 2.2 人 15.3 ㎥ 2,500 円 3,390,000 円 

未整備 
区域 

下宇原 111 世帯 257 人 2.3 人 16.2 ㎥ 2,639 円 3,515,148 円 
ಟၓ 1 世帯 1 人 1.0 人 7.0 ㎥ 1,800 円 21,600 円 
小茅野 12 世帯 17 人 1.4 人 9.9 ㎥ 1,800 円 259,200 円 
引原 5 世帯 8 人 1.6 人 11.2 ㎥ 1,940 円 116,400 円 
東河内(別荘) 8 世帯 11 人 1.4 人 9.6 ㎥ 1,800 円 172,800 円 

 合 計 250 世帯 541 人 9.9 人 69.2 ㎥ 12,479 円 7,475,148 円 

※今後の目標※ 
 平成 36 年度の普及率 99%を目指す（年間 210 万円の収入増） 
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５ 今後の経営健全化のために 

◇ 今後の経営課題 

 ②広域連携への参画 

「兵庫県水道事業のあり方懇話会」からの提言に基づ

き、平成 29 年度に国のアドバイザリー派遣制度を活

用して、西播ブロックで広域連携の可能性について検

討を実施し、共同で報告書を作成しました。 

 【検討例】 

 

  

送水先 地域 

※佐用町 
⑨山崎町葛根 
⑩千種町下河野 

※たつの市 ⑪山崎町宇原 

※今後の目標※ 
他団体への送水について、担当者レベ
ルでの協議を実施し、実現の可能性と
効果について具体的に検証します。 
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５ 今後の経営健全化のために 

◇ 今後の経営課題 

 ③国に対する要望活動 

  他にも、播但地区副市長会を通して、「簡易水道を上水道に統合した区域に対する、①発行

した地方債について簡水債に相当する交付税措置、②過疎債の対象を水道事業に拡充する」

旨の要望書を提出しています。 

 

  ※簡水債に相当する交付税措置 

     簡易水道事業については施設効率が悪い地域が多いことから、建設改良について発

行した企業債の元利償還金の２分の１を一般会計が繰入金として負担し、その一部に

ついて交付税措置を実施する制度。 

     特に宍粟市では、上水道に事業統合を行ったものの、地形的要因から施設の統合が

すすんでおらず、統合した後も、従前のような交付税措置を実現することは重要な課

題であり、今後も特に要望を続けていく必要があります。  

※今後の目標※ 
特に簡水債に相当する交付税措置の実現に向けて、重要課題として今後も継続
して国に対して要望していきます。 
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５ 今後の経営健全化のために 

◇ 今後の経営課題 

④民間資金の活用と人件費の抑制 

 水道事業では、次の３点について業務委託を実

施しています。 

  ○検針業務 

  ○検満メーター交換業務 

  ○浄水場運転管理業務 

 業務委託の範囲を窓口業務や料金収納業務まで

拡大することにより人件費を抑制する方法があり

ますが、現在の職員配置では費用抑制が難しいと

考えられます。  

※平成 29 ফ২の人件費と員配置 
科目 人件費 配置人員 

原浄水費 380 万円 上下水道課 専門員（61） 
配給水費 3,530 万円 上下水道課 ౢ課শ（49） 

      係শ（45） 
    

市ড়ଂ 
主査（43） 

    係শ（41） 
総係費 4,960 万円 建設部 ઃশ（60） 

    水道ଵ৶課 課শ（59） 
      係শ（45） 
      主査（38） 
      主事（25） 
    市ড়ଂ 係শ（60） 

配水施設
工事費 

2,770 万円 上下水道課 課শ（49） 
    主査（39） 
  市ড়ଂ 主幹（50） 

൛স 966 万円 水道ଵ৶課 事務補助員 
   事務補助員 
   事務補助員 
   事務補助員 

 

※今後の目標※ 
コスト削減につながる業務委託について、
市民局における職員配置のあり方を含めて
検討し、削減できる人件費の範囲内での業
務委託の方法について検証を進めます。 
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５ 今後の経営健全化のために 

参考：県内の団体における業務委託の状況（平成 28 年度） 

※臨時職員を配置して業務を行うことで人件費の抑制に努めています。  

団体名 
契約額 

（千円） 

配置 
人員 

一人当り

契約額 
検針 収納 

滞納 

整理 
受付 

会計 

事務 

GIS 

入力 

漏水 

減免 

メーター 

管理 
開閉栓 

小野市 38,799 6 7,054 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

姫路市 448,954 35 12,827 ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ 

尼崎市 250,643 37 6,774 ○ ○ ○ × × × ○ × ○ 

明石市 241,142 19 12,692 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 

西宮市 235,756 65 3,627 ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ 

芦屋市 83,268 11 7,570 ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ 

伊丹市 119,124 38 3,135 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 

豊岡市 78,624 15 5,242 ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ 

加古川市 195,033 61 3,197 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 

西脇市 30,948 6 5,158 ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ 

三木市 53,708 7 7,673 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ 

高砂市 74,520 11 6,775 ○ ○ × ○ × × ○ × ○ 

川西市 62,125 10 6,212 ○ × × × × ○ × × ○ 

三田市 97,352 8 12,169 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ 

加西市 42,660 8 5,333 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

丹波市 93,290 18 5,183 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ 

朝来市 12,343 - - ○ × × × × × × × × 

宍粟市 7,709 - - ○ × ×××× ※ ×××× ※ × × ×××× ※ ○ ×××× ※ 

加東市 45,101 6 7,517 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 

西播磨水道企業団 12,766 - - ○ × × × × × × × × 
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５ 今後の経営健全化のために 

◇ 経営戦略の策定（平成 29 年 3 月） 

 将来にわたって安定的に経営を継続するための計画を策定しました。  

宍粟市水道事業経営戦略宍粟市水道事業経営戦略宍粟市水道事業経営戦略宍粟市水道事業経営戦略    
（（（（計画期間計画期間計画期間計画期間    平成平成平成平成 29292929 年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成 38383838 年度年度年度年度））））    

    
①アセットマネジメントの活用により、平成 78 年度までの施設更新費用を

250 億円以内に抑える。 
 

②一人当たり起債残高を平成 27 年度の水準（25.2 万円/人）を限度として

企業債の発行を抑制し、将来世代への過度な費用負担を残さない。 
 

③資金残高の目安を 3 億円以上（料金収入のおよそ 6 か月分）とし、事業継

続に必要となる財源を確保しつつ、20 年後の黒字化を目指す。 
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６ 黒字化の実現 

◇ 黒字化実現のために必要な収入（20 年後の黒字化） 

 現在の収支見通しでは、損益の赤字が発生しており、これを 20 年後に黒字化を実現して経

営を安定させるためには、次の通り平成 49 年度までに 46.9 億円の収入の増加が必要となり

ます。（年間平均 2.3 億円） 

     ※損益の見通し  

黒字化に必要な財源＝46.9 億円 

黒字化を実現
する場合 
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６ 黒字化の実現 

◇ 資金を確保するために必要な収入（40 年後の黒字化） 

 経営の黒字化は 40 年後に目指すものとし、まずは経営の継続に必要な資金の確保を実現す

るためには、次の通り平成 49 年度までに 36.3 億円の収入の増加が必要となります。（年間平

均 1.8 億円） 

     ※損益の見通し 

黒字化に必要な財源＝36.3 億円 

黒字化を実現
する場合 


